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１．研究計画の概要 

本研究では、各地でさまざまな社会・文化的
条件のもと発生している獣害問題を対象に
地域住民の被害認識構造を解明し、食害とい
う生物学的現象に対して地域住民の被害認
識（対策意欲や問題許容性）が多様化する社
会的要因を明らかする。そのうえで、従来の
自然科学的アプローチに加え住民意識をふ
まえた社会科学的アプローチを融合させる
包括的な軋轢軽減モデルについて検討する。 

 

２．研究の進捗状況 

(1) ニホンザルによる農作物被害において、
自給農家の被害認識に影響を与える社会的
要因について、聞き取りデータを用いた分析
を行った。その結果、被害農家は日常レベル
において許容を伴う複雑な「被害認識」を持
っているが、被害経験を共有しない他者と対
峙する場面では、サルに対する否定的価値観
だけが表出されやすいこと、またそのような
否定的価値観は地域社会において先鋭化さ
れ，捕獲をめぐる意見に収斂されやすいこと
が明らかになった。しかし、ニホンザルの農
作物被害軽減に向けては、捕獲が必ずしも有
効な手法ではなく、このような場合、施策を
めぐって異なる価値観を持つ利害関係者間
で意見の対立が生じ、獣害が社会問題化しや
すい状況にあることが判明した。これらの分
析により、地域住民の被害認識の形成に「対
人関係」などの社会的要因が強く影響を与え
ている可能性が示唆された。 

(2)被害農家の対策実行意欲に影響を与えて
いる要因を明らかにするために、農業形態グ
ループ別に共分散構造分析行った。その結果、
被害農家の「対策実行意欲」は「被害頻度」

に影響を受けず、「対策熟達度」や「営農意
欲」「対策効果の体験」などの社会的要因の
影響を受けていることが明らかになった。ま
た、それぞれの社会的要因の「対策実行意欲」
への影響力は販売農家と自給農家で異なっ
ていた。販売農家の場合、「対策熟達度」、「営
農意欲」の順で影響力が強く、自給農家の場
合は「対策熟達度」の影響力が販売農家と比
べて低く、また「営農意欲」「対策効果体験」
もほぼ同等の影響力を持つ結果となった。被
害農家の「対策実行意欲」を高めるためには、
「対策熟達度」や「営農意欲」を高めること
は農業形態にかかわらず有効であることが
推察され、とくに自給農家の場合、単に対策
熟達度を高めるための情報提供だけでなく、
対策効果を体験してもらうような機会の創
出も重要であることが示唆された。 

 

３．現在までの達成度 

②おおむね順調に進展している。 

(理由) 
所属機関の異動により、当初計画から調査

地の変更などがあったものの、これまで、獣
害発生条件の異なる複数地域を対象に実施
したアンケート調査を実施しデータ収集は
順調に進捗している。これまでは、もっとも
被害対策が困難なニホンザルによる農作物
被害の事例を中心に分析を行ってきた。聞き
取りデータを用いた分析から、被害農家の
「対策意欲」および「問題許容性」に影響を
与えると予想される社会的要因について抽
出し、「対策意欲」については、アンケート
データを用いた定量的な分析を行った。住民
の「問題許容性」に関する定量的分析、異な
る獣種、農業形態間の住民意識構造の比較な
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ど未分析項目はあるものの、最終年度で実施
する予定であり、計画はおおむね順調に進展
している。 
 

４．今後の研究の推進方策 
 (1)これまでの分析に加え、シカ・イノシシ
など異なる獣種に対するアンケート調査結
果の２次分析を行い、販売農家と自給農家の
グループ別に被害農家の「対策意欲」および
「問題許容性」に影響を及ぼす要因について
の共分散構造モデルを作成する。 
(2)農業形態および獣種別に対策意欲制限要
因と被害認識形成要因を比較することによ
り、さまざまな種類の獣害に対応できる軋轢
軽減モデルとその手法について検討する。 
(3) 兵庫県では「獣害に強い集落づくり」を
目標に、複数の利害関係者の参画による協議
会や被害対策支援チームが複数地域で設立
されており、また事業推進のための「モデル
集落」に対する各種支援を行っている。とく
に自給農家を対象に、「情報提供」や「支援
形態」の充実などの社会的要因の改善による
住民の「被害認識」レベルの変化を検討する
ことにより、軋轢軽減にむけた社会科学的ア
プローチの有効性を検証する。 
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